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本日の内容

1

I. フォローアップ（２～6頁）

II. 国内認証機関のあり方に関する意見

（7～10頁）
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I.フォローアップ
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経団連の取組み等について（第４回検討会資料）
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アクション：トップセミナーを開催

【グローバルな市場を切り拓く：
経営者のための国際標準戦略トップセミナー】

日時：2024年6月7日(金) 9時～12時
場所：経団連会館2階経団連ホール
共催：一般社団法人日本経済団体連合会、21世紀政策研究所
後援：内閣府、総務省、経済産業省、情報通信研究機構、

IPC（米国電子回路協会）
プログラム：

(総合司会：小川尚子 産業技術本部長）
1. 開会

時田隆仁 審議員会副議長／知的財産・国際標準戦略委員長
2. 来賓挨拶

「国際標準戦略の重要性」
甘利 明 衆議院議員／自民党知的財産戦略調査会顧問

3. 提言説明
津賀一宏 副会長／知的財産・国際標準戦略委員長

4. 基調講演
「ビジネスにおける標準化の価値」
江藤 学 一橋大学イノベーション研究センター

特任教授
「国際標準戦略～日本ブランドの再構築～」
澤田 純 日本電信電話代表取締役会長

5. パネル討議
（パネリスト）
山中美紀 ダイキン工業 CSR・地球環境センター担当部長
西川奈緒 経済産業省 産業技術環境局国際標準課長
寳迫   巌    情報通信研究機構Beyond5G研究開発推進

ユニット長 テラヘルツ研究センター長
John W Mitchell President & CEO, IPC

  (モデレータ)
       和田茂己 知的財産・国際標準戦略委員会

国際標準戦略タスクフォース座長
６．閉会

遠藤信博 副会長／知的財産・国際標準戦略委員長

時田委員長 甘利議員 津賀委員長

江藤特任教授 澤田会長

西川課長山中担当部長 寳迫ﾕﾆｯﾄ長

和田座長ﾐｯﾁｪﾙCEO 遠藤委員長

総勢
約200名
参加

知的財産・国際標準戦略委員会へ改称（2024年５月）したのち、
経営層に対して国際標準戦略の普及啓発を図るべくトップセミナーを開催
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アクション：国際標準戦略部会を立ち上げ①

・知的財産・国際標準戦略委員会のもとに、
国際標準戦略部会を立ち上げ（６月）
・約70の企業・団体の役員が参画
・初回会合を開催（９月）
https://www.keidanren.or.jp/journal/times/2024/1003_10.html

https://www.keidanren.or.jp/journal/times/2024/1003_10.html
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アクション：国際標準戦略部会を立ち上げ②

・総務省から情報通信分野における
国際標準化政策について聞く（10月）
https://www.keidanren.or.jp/journal/times/2024/1121_09.html

・規格作成や認証、認定に関わる機関から
取り組み等を聞く（11月）
https://www.keidanren.or.jp/journal/times/2024/1219_13.html
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II.国内認証機関のあり方に関する意見
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「認証機関が扱う情報の機微性が高まる中、各国の規制対応に向け、
国内認証機関の果たすべき役割」に対する考え①

＜情報流出リスク＞
◼ 認証対象がサプライチェーン全体に拡大し、ステークホルダーが
多様化する中では取引先の機微情報を含め情報流出リスクが高まる。

◼ 情報流出の実例は把握されていないが、契約違反や不正アクセスそ
の他の要因による、特に経済安全保障上の懸念国への情報流出リス
クに対する懸念は払拭できない。

【対策】
➢  流出事例の把握
➢  認証プロセス全体を見渡した情報流出リスクの評価 

＝参考＝
◼ 情報流出実例があるとした企業なし。
◼ 海外認証機関の利用の以前に、各国規制による開示自体に対する懸

念の声あり。
◼ また、海外認証機関を通じた情報流出に対する懸念を強調すること

で、わが国認証機関が海外進出を図った際に、当該国から同様の懸
念を示されうるおそれ。慎重に議論を進める必要あり。
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「認証機関が扱う情報の機微性が高まる中、各国の規制対応に向け、
国内認証機関の果たすべき役割」に対する考え②

<海外進出・連携>
◼ 海外認証機関を通じた各国ごとの認証取得は負担が大きい。

言語や期間、コストの問題もあり、国内認証機関を利用したい。
【対策】

➢ 国内認証機関のさらなる海外進出
➢ 海外認証機関とさらなる連携強化、窓口機能の強化
➢ 国際相互承認の拡充
➢ 「IEC／CBスキーム」に関する検討・取組みの強化
➢ JETRO等を通じた、海外認証機関との連携強化

<規模拡大>
◼ 日本の認証機関の事業規模・体制が欧米と比べて格段に小規模。

結果として、特定の認証を受けるため、海外認証機関を利用せざる
を得ないケースが存在。

【対策】
➢ M＆A等による規模拡大
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「認証機関が扱う情報の機微性が高まる中、各国の規制対応に向け、
国内認証機関の果たすべき役割」に対する考え③

<機能拡充>
◼ 規格策定や認証活用等に関して企業の相談相手が必要。
◼ 各種規格や認証に対する「分析・評価」の負荷が重い。
◼ 海外認証動向のモニタリング機能の強化が必要。
【対策】

➢ 企業に対するコンサルティング
➢ 分析・評価結果を企業に提供するなどシンクタンク機能。
➢ 官民連携ハブ機能（例：国内認証機関・標準を作る

 企業／団体・規制当局との連携体制構築）

<注力すべき領域の絞り込み>
◼ 全分野で認証機関のグローバル展開強化は困難。
【対策】

➢ 策定予定の国家標準戦略とも連動させ、特定の分野に関し、
戦略的・継続的に取組みを強化。
例えば、エネルギーやAI・量子など。
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